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１．土地・建設産業局関係予算総括表  

 （行政経費）

２ ５ 年 度 前 年 度 倍　率

区　　　　　　　　　分 概 算 決 定 額 予 算 額

（Ａ） （B） （Ａ／B）

１．地籍整備の推進 12,070 12,149 0.99

　 うち　地籍調査費負担金 10,391 10,391 1.00

　　　　　都市部官民境界基本調査 709 788 0.90

　　　　　山村境界基本調査 250 240 1.04

２．不動産市場の環境整備等の推進 5,005 4,687 1.07

(1) 不動産情報の整備・提供の充実等 4,808 4,544 1.06

　うち　地価公示 3,363 3,741 0.90

　　　　 不動産価格指数の整備 105 27 3.98

(2) 不動産市場の活性化のための環境整備 196 143 1.37

　うち　不動産流通システムの改革 160 120 1.34

　　　　 地域の活性化のための不動産再生の促進 31 - 　　　　　　皆増

３．建設市場の環境整備等の推進 508 486 1.04

　うち　建設企業の事業転換のための課題解決支援 185 119 1.56

　　　 　建設産業の担い手確保の推進 51 36 1.44

　　 　　我が国建設業の海外展開の促進 70 61 1.15

４．その他 259 253 1.03

合　　計 17,842 17,575 1.02

（注1）　上記の他に、東日本大震災からの復興対策に係る経費（復興庁計上）として、次のものがある。

　　○地籍整備関係　　583百万円 （地籍調査負担金、地籍整備調査）

　　○その他　　23百万円 （被災地における土地取引実態調査、被災地における現場配置技術者の実態調査・適正化等）

（注2）　前年度予算額には、全国防災経費を含まない。

（注3）　端数処理の関係で、合計等は必ずしも一致しない。

（単位：百万円）
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２．主要事項  
 
 

 
(1)地籍整備の推進  

○円滑なまちづくりや迅速な復旧・復興等に不可欠な地籍整備の促進 

［別紙１］ 

地籍調査の成果は、土地に関する最も基礎的なものであり、円滑な土地

取引やまちづくり、被災後の迅速な復旧・復興等に不可欠であるが、その

進捗率は未だ半分に過ぎないため、引き続きその促進を図る。 

○都市部、山村部における基本調査の推進、民間等の測量成果の活用促進 

［別紙２］ 

地籍調査が遅れている都市部や山村部において、国が基本調査を実施す

ることにより、市町村による地籍整備の取組を支援する。また、地籍整備

推進調査費補助金制度の拡充（民間事業者への直接補助の導入）により、

民間等の測量成果の活用を促進する。 

 

 

(2)不動産市場の環境整備等の推進   
 

○地価公示の的確な実施［別紙３］ 

地価公示法に基づき、全国で地価公示（１月１日時点の標準地の正常な

価格の公表）を的確に実施する。 

○不動産価格指数の整備［別紙４］ 

不動産投資や不動産取引の活性化、不動産市場の適時・的確な把握によ

るマクロ政策への寄与のため、国際指針に基づき、不動産価格指数の速報

性・精度の向上を図る。 

○不動産流通システムの改革［別紙５］ 

不動産取引の透明性・効率性の向上を図るため、不動産に係る情報スト

ックの充実や築年数のみに依らない新たな建物評価手法の構築、取引の中

核を担う不動産事業者の総合コンサルティング機能の強化を図り、中古住

宅市場の規模拡大にもつながる不動産流通システムの構築を推進する。 

○地域の活性化のための不動産再生の促進［別紙６］ 

老朽・低未利用不動産の再生等への民間投資を促進するため、活用可

能な事業手法や実現に向けた課題に関するケーススタディ等を行い、不

動産の再生を通じた地域活性化を支援する。 
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(3)建設市場の環境整備等の推進   

 

○建設企業の事業転換のための課題解決の支援［別紙７］ 

地域の経済、雇用、安心を支える建設企業の経営基盤の強化、経営戦略

の実現を支援するため、新事業展開に必要な経費の支援措置を創設すると

ともに、既存の相談事業について技術上の課題にも対応するなど強化を図

る。 

○建設産業の担い手の確保の推進［別紙８］ 

技能労働者の高齢化と若年入職者の減少により、建設産業の担い手の確

保・育成を図ることが課題となっているため、社会保険の加入徹底に向け

た取組を進めるとともに、中核的な技能労働者の確保・育成などに取り組

むことにより、就労環境の改善、建設業における人材の確保等を推進する。 

○我が国建設業の海外展開の促進［別紙９］ 

成長が見込まれる海外建設市場において、我が国建設企業のビジネス機

会を拡大し、我が国の経済成長と建設産業の発展を図るため、情報提供の

強化、海外建設事業に必要な人材の育成、相談窓口の設置等により、我が

国建設業の海外展開を促進する。  
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［別紙１］  

 
円滑なまちづくりや迅速な復旧・復興等に不可欠な地籍整備の促進 

地籍調査の成果は、土地に関する最も基礎的なものであり、円滑な土地

取引やまちづくり、被災後の迅速な復旧・復興等に不可欠であるが、その

進捗率は未だ半分に過ぎないため、引き続きその促進を図る。 

東日本大震災の被災地では、測量成果の補正や再調査の実施を支援。 

［概算決定額］ 

地籍調査費負担金  １０，３９１百万円（前年度１０，３９１百万円） 
※この他に復興関係経費（復興庁計上）483 百万円、H24 年度補正前倒し 1,250 百万円がある。 
※前年度予算額には全国防災経費を含まない。 
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地籍調査の効果  

・土地取引の円滑化と土地資産の保全 

・公共事業や民間開発事業の期間・コストの縮減 

・迅速な境界復元による災害復興の基盤づくり 

・正確な地図に基づくまちづくりの実現（都市計画等の策定） 

・固定資産税の課税の適正化 ・適切な森林管理に貢献 

【事例】六本木ヒルズでは、事業地域において地籍調査が未

実施 であったため、正確に境界を示した図面が無かった  

     ⇒ 境界調査に４年 の期間を費やした 

【地籍調査を実施中の地域】  

【その他の地域】  
地割れや断層のズレにより局所的に地形が変化し、 

地図と現地のズレの補正が困難な地域で地籍調査（再調査等）の実施を支援 

地震による土地の移動により測量成果が使えなくなっ

た地域で、測量成果の補正に要する経費を支援 し、地籍

調査を速やかに完了 

東日本大震災の被災地における取組

[岩手県大槌町] 
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［別紙２］  
 

 
 

都市部、山村部における基本調査の推進 

地籍調査が遅れている都市部や山村部において、国が基本調査を実施す

ることにより、市町村による地籍整備の取組を支援する。 

東日本大震災の被災地では官民境界の調査等を実施し、復興に貢献する。 

［概算決定額］ 

都市部官民境界基本調査    ※７０９百万円（前年度７８８百万円） 

山村境界基本調査       ２５０百万円（前年度２４０百万円） 
※この他に復興関係経費（復興庁計上）100 百万円、H24 年度補正前倒し 350 百万円がある。 
※前年度予算額には全国防災経費を含まない。 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
地籍整備推進調査費補助金制度の拡充（民間事業者への直接補助）  

 

 

市 町 村 等 の地 籍 調 査

の実施に先立ち、官有地

・民 有 地 間 の境 界 に関 す

る調査を国が実施。 

東 日 本 大 震 災 の 復 興

に貢 献 するため、被 災 地

においても実施。 

 

 

 

高齢化や村離れが進行し、将来の地籍調査の実施が困難になるおそれがある地域を対象

に、境界情報を保全する調査を国が実施し、森林・林業の再生にも貢献。 

 

現状と課題  

 地籍調査の進捗率は、都市部 22％、山村部 43％と低く、土地取引が多い都市部で

不明確な境界を放置すると、公共事業や民間開発等のまちづくりに支障をきたす。

 山村部では、高齢化等の進行により、境界情報が喪失するおそれがあることや、間

伐ができないことにより、路網を整備できない等、森林施業に支障をきたす。 

①  官民境界の調査（国直轄）

②山村境界の調査（国直轄）

【山間部の公図（団子図）】  境界情報の保全の様子  【山間部の地籍図】

民間等の測量成果の活用促進 
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［別紙３］  
 

 
地価公示の的確な実施 

地価公示法に基づき、全国で地価公示（１月１日時点の標準地の正

常な価格の公表）を的確に実施する。  
また、平成２５年度は、社会経済情勢の変化を踏まえ、事業執行の

効率化を図る観点から、土地取引が減少している地域等の調査地点の

見直しを行い、現行の２６，０００地点から１０％強（２，６２０地

点）の削減を行う。  

［概算決定額］  
  地価公示      ３，３６３百万円（前年度３，７４１百万円） 
 
 

目 的 ・ 概 要
 
 地価公示法に基づいて、国土交通省土地鑑定委員会が、適正な

地価の形成に寄与するために、毎年１月１日時点における標準地（※）

の正常な価格を３月に公示する。

※ H25は、現行の26,000地点数から10％強（2,620地点）を削減）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

役 割

地価公示は、一般の土地の取引価格に対する指標となるほか、

制度インフラとして主に以下の役割を果たしている。

不動産鑑定評価の規準となる

共事業用地の取得価格算定の規準となる

土地の相続税評価及び固定資産税評価についての基準となる

地価の変動率は重要な経済指標として活用される

公

調 査 地 点 見 直 し の 考 え 方

地価公示を活用している課税実務等に支障が生じないよう、

削減による影響が少ない地点を慎重に選定

土地取引が減少している地域や用途に設定されている地点の削減

土地利用や価格水準等の同質性が高い地点の統廃合 等
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［別紙４］  
 

 
不動産価格指数の整備 

 不動産投資や不動産取引の活性化、不動産市場の適時・的確な把握

によるマクロ政策への寄与のため、国際指針に基づき、不動産価格指

数の速報性・精度の向上を図る。  

［概算決定額］  
   不動産価格指数の整備   １０５百万円（前年度２７百万円）  
 
 
 
  

速報性：取引から５か月後の公表現状

不動産価格指数の改善

現 状 不動産価格指数（住宅）

関係機関等との連携によ

不動産価格指数（

り

住宅）を開発
し、平成24年8月に試験運用を
開始。

※年間約30万件の住宅・マンション
等の取引価格情報（アンケート情
報）をもとに算出。

精度：回収率３割

改善 精度：回収率の向上

・電子回答の導入
－アンケート回収期間の短縮、

回収方法の多様化

・位置情報等のデータ補完
－精度向上のための位置情報等の
データ補完と処理の迅速化

・推計システムの開発
－指数算出のシステム化

・全国・ブロック別・都市圏別の不動産価格の動向を毎月把握
・不動産価格動向のタイムリーな国際比較が可能

→ 不動産市場にける透明性の向上による不動産投資・取引の活性化、

→ 不動産市場の動向等の適時・的確な把握により、マクロ政策に寄与

運用により期待される効果

速報性：取引から３か月以内の公表

90

95

100

105

110

10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

2012

各主要国で公表されている指数
（2011年10月=100）

年 月

日本

アメリカ

イギリス

アイルランド

［主な取り組み］ 目標：
３か月
以内

５か月
遅れ
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［別紙５］  
 

 
不動産流通システムの改革 

不動産取引の透明性・効率性の向上を図るため、不動産に係る情報

ストックの充実や築年数のみに依らない新たな建物評価手法の構築、

取引の中核を担う不動産事業者の総合コンサルティング機能の強化

を図り、中古住宅市場の規模拡大にもつながる不動産流通システムの構

築を推進する。 

［概算決定額］  
中古不動産流通市場整備・活性化        １００百万円  

（前年度１２０百万円）  
情報ストック整備・提供方法に関する調査・検討  ４０百万円（新規）  
建物評価手法構築のための調査・検討     ２０百万円（新規）  

 
  

レインズ レインズ

物件情報

物件情報

土地総合情報
ライブラリー

連携
不動産情報

の蓄積

不動産業者 集約

物件情報

都市計画情報

集約
集約成約価格

不動産取引価格 地価公示

各種GIS情報

登記情報 公図

地番、住居表示

レインズ

＜情報ストック整備のイメージ＞

レインズ

物件情報

レインズ

物件情報

レインズ

物件情報

一元化

物件情報登録
（設備・写真・

売出価格等）

消費者にとって必要な情報の整備・提供の充実
不動産に係る情報ストック整備の基本構想の策定（消費

者・事業者のために収集・整備が必要な情報項目、分散し
ている情報の一元的な集約方法、市場流通時の物件情報
の充実等の調査・研究）

先進的な不動産流通ビジネスモデルの育成・⽀援
と成功事例の普及
①事業者間連携による中古住宅の取得におけるワンストッ
プサービス提供の促進

②定期借家制度等の活用による住み替え支援、ストックの
再生、住まいに関する多様な提案

新たな建物評価⼿法の構築・普及
建物評価手法の見直し（一律に築年数を基準とした建物

評価の見直し、リフォーム・改修等の査定への反映）と金融
機関など取引関係者への普及

・購入しようとする中古住宅について価格の妥当性が
判らない

・築後20～25年程度で建物部分の査定価格がゼロに
近くなりリフォームしても担保価値に反映されない

・消費者がインスペクション（建物検査）やリォームの
実施を望んでも、宅建業者等から適切な助言・提案
を受けられない

・高齢者等が住み替えたくてもどうすればよいか分か
らない

・建物の耐震性能・省エネ性能が判らない
・修繕等の履歴情報が判らない
・消費者・事業者が不動産取引に当たって必要な情
報が分散している

現状の課題 講じる施策

不動産情報の整備

不動産業の多様化・高度化
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［別紙６］  
 

 
地域の活性化のための不動産再生の促進 

老朽・低未利用不動産の再生等への民間投資を促進するため、活用

可能な事業手法や実現に向けた課題に関するケーススタディ等を行

い、不動産の再生を通じた地域活性化を支援する。  

［概算決定額］  
 地域の活性化に資する不動産の再生の促進  ３１百万円（新規） 

 
 
 
 
 
 
 
  

 
取組内容  

ケーススタディの実施  

 

全国の拠点的な都市の人口集中地区を対象とし、老朽ビル群、中小倉庫

群、遊休地等再生が期待される不動産の類型別に、地方公共団体や建物所

有者等の関係者や専門家が協働しながら、最適な民間資金の活用方法や実

現に向けた課題、事業化可能性等を検討する。 

 
 
再生方策の具体的手法の提示 

類型別に具体的な再生方策を明らかにし、意欲ある建物所有者・資金の

出し手への普及啓発を図る。 
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［別紙７］  
 

 
建設企業の事業転換のための課題解決支援の強化 

地域の経済、雇用、安心を支える建設企業の経営基盤の強化、経営

戦略の実現を支援するため、新事業展開に必要な経費の支援措置を創

設するとともに、既存の相談事業について技術上の課題にも対応する

など強化を図る。  

［概算決定額］  
事業転換のための課題解決支援     １８５百万円 

（前年度１１９百万円） 

 
  

し、経営アドバイスと技術アドバイスを一○ 専門家による相談支援を拡充

体として実施。

○ 特にモデル性が高い事業については、引き続き、専門家の支援チーム

による継続支援を行うとともに、建設業のもつノウハウを活かした地域

の課題解決に資する事業に要する経費の一部を支援する制度を創設。

・新事業展開 ・事業承継
・内部管理の効率化
・企業再編
など経営上の課題に広く対応

経営戦略相談窓口

・技術提案作成
・施工管理
など

＋
技術上の課題に広く対応

相談支援

中小企業診断士等の専門家が以下の内容をアドバイス
拡充部分

事業転換

重点支援
モデル性の高い取組の選定

専門家の支援チームによる
経営改善計画策定等の支援

拡充部分

新事業展開の実施に必要
となる経費の一部支援

【新事業展開の実施に係る経費を支援する事業の選定要件】
①建設企業のもつノウハウを活かした地域の課題解決に資する事業
②本事業においてパートナー協定を締結している支援機関からの推薦
③概ね３年後の目標数値の設定
④支援額と同額以上の自己負担 等

10 
 



［別紙８］  
 

 
建設産業の担い手の確保の推進 

技能労働者の高齢化と若年入職者の減少により、建設産業の担い手の

確保・育成を図ることが課題となっている。 
このため、社会保険の加入徹底に向けた取組を進めるとともに、建設企

業の将来を担う中核的な技能労働者の確保・育成などに取り組むことによ

り、就労環境の改善、建設業における人材の確保等を推進する。 

［概算決定額］  
建設技能労働者人材確保・育成促進事業  ５１百万円 

（前年度３６百万円） 

 
  課題 ・建設技能労働者の高齢化

（55歳以上H9 ：24.1%→H23：32.8%）

・若年入職者の減少
（25歳未満の入職者H9 ：24万人→H22 ：5.2万人）

中核的な技能労働者の確保、
技能承継が課題

社会保険等の未加入 中核的な技能者の評価重層下請構造、一人親方

・社会保険等の法定福利費を
適正に負担しない企業が存
在

・保険加入確認については、
対象となる建設技能労働者
数が膨大

・重層下請構造の深化による
間接経費の増加、生産性の
低下、安全指示の不徹底

・企業経営が厳しくなる中、非
自発的な一人親方が存在

・品質、コスト、安全面で質の
高い施工を確保するには、
中核をなす技能者の役割が
重要

・優秀な技能労働者を適正に
評価し、目標像を提示

人材確保・育成就労環境対策

■

保険加入の徹底に向け、

企業や団体単位での保険加
入徹底方策や労働者単位の

加入状況の簡便な確認方法
の検討等を行う

■

重層下請構造の是
正、一人親方の就労
環境改善に向けた調
査・検討を行う

■

地域偏在性の解消や更新

に対するインセンティブ付与

方策を検討し、登録基幹技

能者制度の更なる周知・普

及を目指す

社会保険等の加入徹底方
策に関する調査

重層下請構造・一
人親方に関する調査

登録基幹技能者の評価・

活用に関する調査

効果

○社会保険等の加入徹底

○請負・雇用の適正化、重層下請構造
の是正

○中核的な建設技能労働者の確保

○建設産業の就労環境の改善

○企業間の健全な競争環境の構築

○建設産業の持続的な発展に必要
な人材の確保
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［別紙９］  
 

12 
 

 
我が国建設業の海外展開の促進 

成長が見込まれる海外建設市場において、我が国建設企業のビジネス

機会を拡大し、我が国の経済成長と建設産業の発展を図るため、情報提

供の強化、海外建設事業に必要な人材の育成、相談窓口の設置等によ

り、我が国建設業の海外展開を促進する。 

［概算決定額］  
我が国建設業の海外展開の促進 ７０百万円（前年度６１百万円） 

 

出所：（一社）海外建設協会
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アジア通貨危機
（1997年度）

過去最高額
1兆6,813億円
（2007年度）

目標：2020年度までに２兆円以上

我が国建設業の海外受注実績の推移

・進出相手国の市場動向等
に関する情報が不十分

・海外建設プロジェクトに必
要な人材が不足

・意欲・能力はあるが、海外
展開ノウハウが不足してい

る地方・中小建設企業への
支援が不十分

・海外で収益を上げるために
は、請負だけではなく、ＰＰ
Ｐ等の新たな事業分野へ

の参画が不可欠

現状と課題 講じる施策

海外建設市場データベースの構築

海外展開に資する人材の確保・育成の推進

海外展開の意欲のある地方・中小建設企業の支援

海外地域別の市場戦略の構築

・外務省と連携しつつ、進出先国の市場動向、関係制度
等の一元的な情報提供。

・外国人技能実習制度を活用した現地の建設現場で
リーダーになり得る人材の育成支援。

・アドバイザリー事業の拡充（相談件数の増加への対応、
セミナー開催の充実等）

・建設請負以外の分野に事業領域を拡大するため、
新たな事業分野への地域別の参入のあり方等を検討。



 

 
 

 
 

 
 


